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2はじめに

◼ 三次②の効率的な調達については、第42回本小委員会（2023年9月27日）において、前日市場で1σ相当値
を調達したうえで、不足すると判断した場合には時間前市場から追加調達を行う案を基軸に、「前日市場での必要
量」、「追加調達判断基準」、「追加調達量」に関する考え方などの整理を行った。

◼ そのなかで、引き続き検討することとしていた「追加調達の実施・判断タイミング」、「追加調達判断の閾値」、「追加
調達に関する妥当性確認」、「必要量低減効果」について整理、確認を行ったため、ご議論いただきたい。

出所）第4２回需給調整市場検討小委員会（2023年9月27日）資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html


3（参考） 三次②効率的な調達における今後の検討の進め方

出所）第4２回需給調整市場検討小委員会（2023年9月27日）資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html


4（参考） 需給調整市場における検討課題について

出所）第4２回需給調整市場検討小委員会（2023年9月27日）資料５をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html
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7三次②の効率的な調達に関する検討の全体像（今回議論および今後の検討）

◼ 三次②の効率的な調達に関する検討事項の全体像と検討状況について、再度整理したものを下図に示す。

◼ 今回は、赤枠の内容についてご議論いただき、青枠の内容については引き続き検討することとしたい。

追加調達判断基準
【算定式】

前日市場での必要量
（算定式）をどうするか

効率的な調達により、
どの程度必要量の低減
効果が期待できるか

低減効果

論点③

妥当性確認

論点①

考え方・方向性

【タイミング】
何時（X時）に

追加調達を行うか

考え方・方向性

【閾値】
追加調達判断の
閾値をどうするか

具体的な
妥当性確認結果

考え方・方向性

【算定式】
・追加調達量（算定式）
・アンサンブル予報、共同調

達の併用

考え方
（確認方法）

追加調達
実施・判断タイミング

前日必要量

追加調達量

追加調達費用

買い入札時の
価格規律や

追加調達費用を
どのように扱うか

（国と連携して検討）

三次②の
効率的な
調達の実現

黒枠：検討済
赤枠：今回議論
青枠：今後の検討

共同調達、
アンサンブル予報の

併用

論点④

論点②

論点②



8三次②の効率的な調達における検討事項

◼ 三次②の効率的な調達について、第42回本小委員会（2023年9月27日）までの整理および今回の検討事項
については以下のとおり。

項目 本小委員会までの整理 今回の検討項目

追加調達の
実施タイミング

・時間前市場への供出（領域a）やBG下げ代不足対応を
考慮する必要があり、引き続き検討する

（論点①）具体的な追加調達判断・実施
タイミングをどうするか

必
要
量

前日市場での
必要量

・前日市場での調達量算定式は案A（前日予測誤差の1σ
相当値）とする （論点②）効率的な調達と「共同調達」、

「アンサンブル予報を用いた必要量の算定」
の前日・追加調達での適用をどうするか

追加調達量
・X時時点の再エネ予測値を加味して、
【X時時点の必要量＋予測値の下振れ量 － 前日調達量】
とする

追加調達判断基準
（閾値）

・「X時予測値/前日予測値」の分布のうち、再エネ予測値が
下振れした中で下位16%となった場合、追加調達を実施

（論点③）追加調達判断時刻を考慮した
閾値をどうするか

効率的な調達による
必要量低減効果

・「追加調達の実施・判断タイミング」「追加調達閾値」の整理
後に低減効果の確認をする

（論点④）効率的な調達による、必要量の
低減効果がどの程度あるか
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10追加調達（時間前買い入札）に関する検討の基本的な考え方について

◼ 三次②の応札不足が常態化している現在において、効率的な調達の早期実現にむけて検討を進めることが重要。

◼ 時間前市場における入札に関しては、第36回本小委員会（2023年3月2日）で整理を行った、三次②時間前
市場への供出（領域a）に関し、主に人間系での対応を基本としていたところ。

◼ 今回の効率的な調達（追加調達）に関しても、将来的に（あるべき姿として）は、実務課題等の対策を整理し、
準備（システム構築等）を行ったうえで実施したいが、これには相応の期間を要すると考えられる。

◼ そのため、将来的にはあるべき姿を目指すことを前提に、追加調達（時間前買い入札）に関しても、早期実現を
目的に、主に人間系（マニュアル）で対応することを基本に検討を行った。

考慮事項

・ 処理手順の簡略化、低減

・ 処理能力（マンパワー）

【当面の対応】

対 応

・ 人間系（マニュアル）対応

考慮事項

【あるべき姿】

対 応

・ 機械系（システム）対応

・ 処理手順の簡略化、低減

・ 処理能力（マンパワー）



11（参考） 三次②の時間前市場への売り入札における実務対応イメージ

出所）第33回需給調整市場検討小委員会（2022年11月2日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_33_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_33_haifu.html


12追加調達の判断・実施タイミングについて（１／３）

◼ 第42回本小委員会において、追加調達の判断・実施タイミングについては、再エネの予測精度向上と時間前市場
取引機会の両方を踏まえて決める必要があるとの考え方を示した。

◼ 加えて、追加調達（買い入札）を実施する時間前市場においては、三次②余剰分の時間前市場への売り入札
（領域a）も行っているところ、買い行動の後に売り行動（あるいはその逆）を行うことは、経済面・業務面ともに
合理的ではない可能性が高いことから、両者の整合を図った上で、追加調達の実施について検討する必要がある。

◼ この点、取引コマにおいて売り買い両方必要となった場合は、必要量を相殺した上でどちらか片方の入札をすることが
合理的であることから、追加調達（買い入札）の実施タイミングについても、売り入札の考え方である「時間前約定
のボリュームゾーンであること」「対応時間を限定した上で処理を省力化」を踏まえ、前日17時から19時の時間帯で
札入れをすることが考えられる。

◼ この場合、前日17時の時点で利用できる最新の再エネ予測データは前日15時ごろのものになるため、追加調達の
判断タイミングとしては、前日15時とすることが考えられる。

買い（追加調達）

売り（領域a）

相殺

買い（追加調達）

売り（領域a）

【買い入札・売り入札個別対応のイメージ】 【買い入札と売り入札で整合を図った対応のイメージ】

各コマごとで
売り入札・買い入札

それぞれ実施
買い入札
(個別)

取引
コマ

取引
コマ

売り入札
(個別)



13（参考） 追加調達に関連する考慮事項

出所）第4２回需給調整市場検討小委員会（2023年9月27日）資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html


14（参考） 時間前市場における、領域aの入札について

出所）第36回需給調整市場検討小委員会（2023年3月2日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_36_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_36_haifu.html


15（参考） 前日FIT通知における気象庁の情報取得時刻

出所）第43回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会(2019年9月30日) 資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/2019_chousei_jukyu_43_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/2019_chousei_jukyu_43_haifu.html


16（参考） 売り入札と買い入札における同時対応の具体的イメージ（１／２）

◼ 時間前市場での取引において、売り入札をX時、買い入札をY時に実施すると仮定する。

◼ その場合、X時に領域a供出量を売り入札（約定）した後に、Y時に追加調達必要量まで買い入札（買い戻し）
することとなり、最終的には売り入札をしたコマで買い入札をするといった不合理な処理が発生することとなる。

◼ このため、売り入札と買い入札は同一のタイミングで両者を相殺した上で入札することが合理的と考えられる。

【売り入札・買い入札個別対応のイメージ】

売り

買い

売り約定量 買い約定量 売り・買い相殺により不要になった量最終的に残る量

入札時刻
売り

買い
追加調達

Aコマ Bコマ Cコマ Dコマ

【X時】
売り入札

【Y時】
買い入札

領域a

Aコマ Bコマ Cコマ Dコマ

相殺していれば、売り買い
が不要であった部分



17（参考） 売り入札と買い入札における同時対応の具体的イメージ（２／２）

◼ 実際の追加調達実施時には、30分単位必要量（3σ相当値）まで確保する必要があるところ、同一のタイミングで
入札する場合には、前日市場で調達する3時間単位調達量（1σ相当値）と30分単位必要量（3σ相当値）の
差を算定するだけでよい（買い入札量と売り入札量をそれぞれ算定し、両者の量を比較する必要はない）。

15:00 18:00 18:00

ΔkW

前日市場で
調達済

15:00

3時間単位調達量(1σ相当値)
※前日市場での調達量

【例：6ブロックの場合】

30分単位必要量(1σ相当値)

30分単位必要量(3σ相当値)

買い入札量(追加調達量)
※30分3σ相当値と3時間1σ相当値の差

売り入札量(領域a供出量)
※ 3時間1σ相当値と30分1σ相当値の差

追加調達
実施コマ

追加調達
未実施コマ

追加調達
実施コマ

ΔkW

＜前日市場での取引＞ ＜時間前市場での取引＞
追加調達実施時には
考慮不要

追加調達実施時の調整力必要量

① =  ②

追加調達量が前日市場での
調達量以下となるコマは、
買い入札量ゼロと見做す

（売り入札は基本しない）



18（参考） 領域aの考え方

出所）第33回需給調整市場検討小委員会（2022年11月2日）資料2 
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_33_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_33_haifu.html


19追加調達の判断・実施タイミングについて（２／３）

◼ また、前日15時に追加調達の判断をする場合、以下のようなスケジュールが考えられる（以下、方法①）。

◼ 方法①では、30分コマごとに売り・買い入札量算定（相殺）を行い、コマごとで売り入札、買い入札が分かれる。

◼ この点、売り入札（領域a）の処理においては、入札量を元に過去実績や需給バランス等を参考に算定する「単価
算定」に要する時間が大きくなっており、仮に買い入札（追加調達）時の単価算定が同程度の時間を要する場合、
同時並行処理が輻輳することとなり、スケジュールに収まらなくなる（実行が困難になる）と想定される。

◼ そのため、将来的なあるべき姿としては方法①が原則となるが、現時点（人間系）で実行可能な方法を検討した。

17時

買い入札
(追加調達)

売り入札
(領域a)

15時

単価
算定

売り札を
JEPXｼｽﾃﾑ

に登録

買い札を
JEPXｼｽﾃﾑ

に登録

単価
算定※

未達なし

未達あり
余力による調整力確保

売り・買い
入札量
算定

（相殺）

三次②約定 時間前市場開場

追
加
調
達
判
断

【方法①】

※ 買い入札時の価格規律や追加調達費用の扱いについては国と連携して検討中。

三
次
②
約
定
量
確
認

売りが
多いコマ

買いが
多いコマ

処理に要する時間が大きく
同時並行処理は困難



20（参考） 時間前市場での売り入札時の処理（イメージ）

◼ 一連の処理においては、機械的に算出が可能な入札量の算定に比べ、入札価格の算定に要する時間が大きくなる
ことが想定※されている。

◼ 入札単価については、第86回制度設計専門会合（2023年6月27日）において事前的処置を求めないこととなり、
各社毎に価格の算定方法は異なるものの、想定される限界費用（V1価格等）等をもとに、入札単価の合理性を
説明する必要があることから、これらの値を参考にする必要がある。

◼ また、一般送配電事業者は電源特定をせずに売り入札を行うことから、限界費用等が一意に決まるものではなく、
過去実績や想定される需給バランス等を参考に算定していると考えられ、これらの処理を30コマ毎（ブロック3から
ブロック6の計24コマ）に実施することとなる。

◼ この点について、一般送配電事業者は人間系で対応しており、入札単価の算定に要する時間が大きくなっている。

約定量確認 売り入札量算定 入札単価算定 JEPXシステム登録対象コマ

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

6:00～6:30

6:30～7:00

17:30～18:00

●●MW

▲▲MW

★★MW

●●MW-30分必要量

▲▲MW-30分必要量

★★MW-30分必要量

入札量をもとに過去実績や
需給バランス等を参考に算定

算出結果を登録

算出結果を登録

算出結果を登録

約定量・30分必要量とも一意に決まるため、
機械的に算出可能

一意に決まるものではない
ことから、算定に時間を要する

各算定結果をシステム登録

3B～6Bの
計24コマ
それぞれに
対して実施

【売り入札処理イメージ】

入札量をもとに過去実績や
需給バランス等を参考に算定

入札量をもとに過去実績や
需給バランス等を参考に算定

※ JEPXシステム登録についても、コマ毎の登録・確認が必要となり一定の時間は必要。



21（参考） 売り入札価格に関する事前的措置について

出所）第86回制度設計専門会合（2023年6月27日）資料7をもとに作成
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/086_07_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/086_07_00.pdf


22（参考） 売り入札価格の合理性について

出所）第86回制度設計専門会合（2023年6月27日）資料7をもとに作成
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/086_07_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/086_07_00.pdf


23追加調達の判断・実施タイミングについて（３／３）

◼ 現時点（人間系）で実行可能な方法として、一日（対象全てのコマ）において、売り入札・買い入札どちらか一方
を実施する業務フローが考えられるところ、安定供給の観点からは、買い入札（追加調達）が必要と判断した場合
には買い入札を実施（優先）することが必須と考えられる。

◼ 上記を踏まえ、追加調達が必要と判断した日については、基本的には時間前市場での買い入札のみを行うこととし、
追加調達が不要と判断できる日においては、売り入札（領域a）を実施することが考えられる（以下、方法②）。

◼ 方法②であれば、業務量としても実現可能と考えられることから、効率的な調達における必要量の低減を早期実現
するために、まずもって方法②での運用を目指してはどうか。また運用開始した後に、業務実態や効率化の可能性も
踏まえた上で、方法①の実現について検討を深めることとしてはどうか。

※1 当日1コマでも追加調達が必要と判断した場合は1日を通して買い入札のみとする。
※2 買い入札時の価格規律や追加調達費用の扱いについては国と連携して検討中。

【方法②】

17時

買い入札
(追加調達)

売り入札
(領域a)

15時

単価
算定

売り札を
JEPXｼｽﾃﾑ

に登録

買い札を
JEPXｼｽﾃﾑ

に登録

単価
算定※2

未達なし

未達あり
余力による調整力確保

三次②約定 時間前市場開場

追
加
調
達
判
断

三
次
②
約
定
量
確
認

追加調達
不要

追加調達
必要※1

売り入札のみ
札入れ

買い入札のみ
札入れ

売り入札量
算定

売り・買い
入札量算定
（相殺）



24追加調達の札下げタイミングについて

◼ 前述のとおり、追加調達（買い入札）において、時間前市場約定のボリュームゾーンである前日17時から19時まで
に札入れをしていることが考えられるとして、追加調達の判断・実施タイミングを検討してきたところ。

◼ また、第41回本小委員会（2023年8月17日）において、時間前市場で追加調達量を調達できなかった場合
（未達時）には、余力活用による対応に移行することと整理した。

◼ 余力活用による対応に移行する場合、実需給に近づくにつれ起動可能電源が少なくなり、安定供給に支障をきたす
可能性が高まると考えられることから、約定が見込まれる一定期間札入れした後は、速やかに札下げをして余力活用
で対応する時間を確保することが望ましい。

◼ 加えて、人間系での対応を前提とすると、日勤者による対応が可能な時間での札下げが好ましいと考えられるところ、
これらを踏まえ、追加調達（買い入札）においては前日17時頃に札入れをし、前日19時頃に一括で札下げをする
こととしてはどうか（土日（日月対象）・祝日については日勤者による対応が難しいため入札を行わない※）。

入札中 札下げ
余力による

調整力確保

前日17時頃 19時頃 実需給

【追加調達の札入れ・札下げスケジュール】

※ 買い入札を行わない日（土日（日月対象）・祝日）については、効率的な
調達の対象とせず、現行同様に前日必要量を3σ相当値として調達する。



25（参考） 領域aの時間前市場供出スケジュールについて

出所）第36回需給調整市場検討小委員会(2023年3月2日) 資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_36_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_36_haifu.html


26（参考） 三次②未達時の余力活用への移行

出所）第41回需給調整市場検討小委員会（2023年8月17日）資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_41_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_41_haifu.html


27（参考） 電源種毎の起動特性

出所）第62回制度設計専門会合（2021年6月29日）資料7をもとに作成
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/062_07_01.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/062_07_01.pdf


28
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※ 対象以外のブロック（1・2・7・8B）については、効率的な調達の対象とせず、現行同様に前日必要量を3σ相当値として調達する。

効率的な調達の対象ブロックについて

◼ また、第36回本小委員会（2023年3月2日）において、三次②余剰分の時間前市場売り入札（領域a）対象
コマは、勤務時間や省力化の観点を踏まえ、効果が高い、平日対応可能な日の3～6Bに限定することとした。

◼ 追加調達（買い入札）に関しても、効率的な調達を導入することによる効果（必要量削減）は3～6Bが大宗で
あることを踏まえ、人間系での対応となる導入当初においては、効率的な調達の対象ブロックについて平日対応可能
な日の3～6Bに限定することとしてはどうか※。

◼ この点、将来的なあるべき姿として、引き続き、全ブロックを対象とする方向でシステム化等の検討を継続したい。

［億⊿kWh］

コマ
1B 2B 3B 4B 5B 6B 7B 8B

０％ 2% 21% 21% 23% 31% 2% 0%

全体削減量
に対する割合

【効率的な調達導入による必要量の削減割合(全エリア合計) 】

３～６Ｂで全体の96％

3σ相当値 1σ相当値+追加調達



29BG下げ代不足対応時の追加調達について

◼ その他、第42回本小委員会において、 BG下げ代不足対応については、「ユニット解列であり実質三次②売り行動
と同義」としており、追加調達判断との整合をとることとしていた。

◼ 一方、BG下げ代不足対応については、2024年度以降は方法2（需給当日のユニット解列）のみ行う整理であり、
具体的には、一般送配電事業者が調整力提供者から解列の申し出を受けることで実施することとなっている。

◼ このため、追加調達を判断する前日15時の時点では、基本的にはBG下げ代不足対応の実施は未定となるため、
それ以降の時間帯でBGからの申し出を受けた時の対応（優先順位）を考えておく必要がある。

◼ この点、前述の業務フローにおける考え方のとおり、安定供給の観点からは、買い入札（追加調達）が必要と判断
した場合（買い入札のみ札入れする日）は買い入札を実施（優先）することが必須と考えられることから、原則、
BGからの申し出（ユニット解列）は受け付けないこととしてはどうか。

◼ また、追加調達が不要と判断した場合（売り入札のみ札入れする日）は、どちらも三次②売り行動であるところ、
BGの応札意欲阻害に繋がらないよう、BGからの申し出（ユニット解列）を優先することとしてはどうか。

◼ 具体的には、前日17時から当日9時（時間前売り入札実施中）においては札下げを行うこととし、当日9時以降
については残りの売り可能量に応じて、BGからの申し出に対応することとしてはどうか。



30（参考） BG下げ代不足対応

出所）第40回需給調整市場検討小委員会(2023年6月29日) 資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_40_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_40_haifu.html


31系統余剰時の追加調達について

◼ ここまでに整理した内容が、通常（平常時）の追加調達判断・実施タイミングに関する基本的な考え方となる。

◼ 一方、再エネ導入量が大幅に増えたことから、端境期などの系統余剰時においては、FIT電源をスポット市場へ入札
しても売れ残る（市場価格が0.01円/kWhとなる）事象が発生しており、こうした場合に時間前市場で追加調達
（買い入札）を行うと、結局は優先給電ルールで抑制される（売り行動と同義）等、経済面・業務面共に合理的
ではない結果に繋がることも考えられる。

◼ この点、スポット市場の売れ残りは前日断面の発電販売計画には織り込まれず、言い換えれば前日断面から再エネ
の余剰インバランスが発生していることになるため、前日15時時点の下振れは需給バランスに影響を及ぼさず、実質
的に0（追加調達不要）と判断できるのではないか。

◼ このため、系統余剰時（市場価格0.01円/kWh）においては、前頁までの整理によらず、追加調達を行わないこと
とし、仮に問題が生じた場合には速やかに見直しを行うこととしてはどうか。

不足インバランス発生
⇒ 下振れが閾値超過すれば、追加調達

余剰インバランス減少
⇒ 下振れ0と見做し、追加調達不要

余剰インバランス

下振れ発生

下振れ発生

前日時点

前日時点 前日15時時点

前日15時時点

：再エネ予測値 ：計画織り込値

インバランス無し

【平常時】

【系統余剰時】
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1. 三次②の効率的な調達に関する検討の全体像

2. （論点①）追加調達の判断・実施タイミングについて

3. （論点②）共同調達、アンサンブル予報の適用について

4. （論点③）追加調達判断基準について

5. （論点④）効率的な調達における低減効果について

6. 今後の検討の進め方について

7. まとめ

目次



33前日市場での必要量における共同調達、アンサンブル予報の適用について

◼ 三次②の効率的な調達については、第42回本小委員会（2023年9月27日）において、前日市場で1σ相当値
を調達することとした。

◼ 他方で、現在の三次②必要量の算定においては、3σ相当値の必要量をもとに、「共同調達」および「アンサンブル
予報」を適用した必要量低減の取り組みも実施しており、効率的な調達においても同様の取り組みが可能か確認
する必要がある。

◼ この点、「共同調達」については、エリア間の不等時性を考慮して必要量を低減させる取り組みであり、前日調達量
を1σ相当値に変更したとしても、従来同様の方法により、エリア間の不等時性自体は考慮可能と考えられることから、
継続して導入することとしてはどうか。

◼ 一方、「アンサンブル予報」については、3σ相当値の誤差発生に対する予測信頼度を用いた必要量低減の取り組み
であり、前日市場における調達量を1σ相当値と変更した場合に、「アンサンブル予報」を継続適用することの影響が
出ることが考えられるため、その点について確認を行った。



34（参考） アンサンブル予報を用いた必要量テーブルの作成方法について

◼ 現在の三次調整力②においては、アンサンブル予報を用いた必要量算定を実施している。具体的には、気象会社に
て、日射量予測等を踏まえた翌日予測信頼度を高（A）、低（B）とランク付けし、必要量テーブルの使い分けを
行うことで必要量低減を図っている。

◼ アンサンブル予報に用いる必要量テーブルの種類としては、以下の3種類がある。

✓ 信頼度Aの日における誤差実績を母集団とする、信頼度Aの必要量テーブル

✓ 信頼度Bの日における誤差実績を母集団とする、信頼度Bの必要量テーブル

✓ (信頼度にかかわらず)全日の誤差実績を母集団とする、全データ(A+B)の必要量テーブル

◼ 信頼度予測は前日時点における信頼度であり、GC予測値の信頼度ではないこと、加えてGC以降の誤差は三次①
以下の調整力で対応可能であることを踏まえ、「前日予測値－実績値」については信頼度A、Bテーブルを使い分け、
「GC予測値－実績値」については、従来テーブル（A+Bテーブル）を用いて現行の三次②必要量を算出することと
している。

現行の
算定方法

信頼度Aの日 信頼度Bの日

必要量データ
の使い分け

三次②必要量
「前日予測-実績」の3σ
(Aデータのみ使用)

「GC予測-実績」の3σ
(A+Bデータ使用)

三次②必要量「前日予測-実績」の3σ
(Bデータのみ使用)

「GC予測-実績」の3σ
(A+Bデータ使用)



35前日市場における、アンサンブル予報を用いた必要量の算定について（１／４）

A
の
日

B
の
日

A+Bの49.5%

＜３σ相当値＞ ＜１σ相当値＞

※ 簡易的なイメージとして、3σ相当値は誤差の99%をカバー、 1σ相当値は誤差の84%をカバーとして記載

50

100

A

+

B

誤差

BはA+Bより、必要量が
増加し、1σ相当値の方が
増加幅が拡大。

AはA+Bより、必要量が減少
し、1σ相当値の方が減少幅
は縮小。

◼ 定性的（理想的）には、予測信頼度が低い方が誤差が大きくなると考えられ、以下のイメージにおいては、誤差の
大きい日の上位50%が信頼度Bと設定されたと仮定する。

◼ 調達量が3σ相当値であれば、 Bの必要量とA+Bの必要量の差は大きくないものの（0.5%）、1σ相当値の場合、
Bの必要量はA+Bの必要量と比較して増加幅が拡大（8%）するため、Bテーブルを用いると全体として必要量が
増加することも考えられる。（2022年度実績を用いた試算の結果、アンサンブル適用しない場合より必要量が増加
する結果も見受けられた。）

【理想的な信頼度イメージ】

A
の
３
σ

B
の
３
σ

A+Bの99.5%
A+Bの99%

0.5%

49.5%

A+Bの42%

A
の
1
σ

B
の
1
σ

A+Bの92%
8%

42%

A+Bの84%



36前日市場における、アンサンブル予報を用いた必要量の算定について（２／４）

◼ 前述のアンサンブル予報の構図・試算結果も踏まえて、調達量を1σ相当値とする場合の考え方を再検討した。

◼ 第35回本小委員会（2023年1月24日）において、信頼度Bの日においては従来（A+B）テーブルから信頼度
Bのみのデータを利用することと変更したが、この背景として前日市場で3σを調達する場合における従来テーブルと
Bテーブルの必要量に大きな差がなかったことから、「Bテーブルを使用することが自然」という整理を行ったものとなる。

◼ また、3σ相当値（誤差実績のほぼ100%程度をカバー）を必要量としている現行の調達においては、誤差が大きく
なると想定される信頼度Bの日に、Bテーブルで必要量を算出することは、安定供給面でも合理的であると考えられる。

出所）第35回需給調整市場検討小委員会（2023年1月24日）資料4をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_35_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_35_haifu.html


37前日市場における、アンサンブル予報を用いた必要量の算定について（３／４）

◼ 他方、効率的な調達では、前日に1σ相当値（誤差実績の84%程度をカバー）を調達し、不足すると考えられる
断面に対し追加調達することとしており、この考え方において、信頼度Bの日で誤差が大きくなると想定される場合は
（理想的には）追加調達が実施されることを考慮すると、前日市場において、信頼度Bの日に必ずしもBテーブルの
必要量を調達する必要はなく、従来（A+B）テーブルと比較し過大にならない必要量を調達することが望ましいと
考えられる。

◼ このため、信頼度Aの日については、必要量低減が見込まれるAテーブルを用いて必要量を算定し（現行と同様）、
信頼度Bの日については、アンサンブル予報を用いない従来（A+B）テーブルを用いて必要量を算出することに変更
することで、アンサンブル予報による必要量低減効果と、効率的な調達の導入を両立することとしてはどうか。

効率的な調
達を考慮した
算定方法案

信頼度Aの日 信頼度Bの日

必要量データ
の使い分け

三次②必要量
「前日予測-実績」の1σ
(Aデータのみ使用)

「GC予測-実績」の1σ
(A+Bデータ使用)

三次②必要量「前日予測-実績」の1σ
(A+Bデータ使用)

「GC予測-実績」の1σ
(A+Bデータ使用)



38前日市場における、アンサンブル予報を用いた必要量の算定について（４／４）

必要
量

テーブル
北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 全国計

1σ
信頼度A：Aテーブル
信頼度B：A+Bテーブル

▲23.5 ▲6.9 ▲7.1 ▲10.9 +9.9% ▲7.5 ▲9.6 ▲8.6 ▲6.6 ▲8.2

【1σ相当値における従来テーブルに対するアンサンブル予報調達量の変化率】

◼ 前述の考え方に基づき、従来テーブルと比較した必要量の低減効果をエリアごとに確認したところ、北陸エリアを除き
今回提案手法の方が必要量が低減する結果となった。

◼ 北陸エリアで必要量が増加する原因について調査したところ、信頼度Aの日において再エネ予測大外しが多かった
ため、従来テーブルと比較してAテーブルの必要量が増大しているという分析結果※であり、すなわちアンサンブル予報
が1σ必要量に着目した場合、理想的な分布（設定）から大きくずれていることが原因であると考えられる。

◼ この点について、3σ相当値に対するアンサンブル予報を1σ相当値に適用した結果とも考えられ、北陸以外のエリア
の必要量低減効果にも影響しているとも考えられるため、気象会社とも連携し、再エネ予測誤差の1σ相当値でも
効果が得られるアンサンブル予報の適用についても検討し、更なる必要量低減を目指すこととしてはどうか。

◼ その上で、今回まずもっては北陸エリア以外の8エリアでアンサンブル予報を適用することとして、北陸エリアにおいては
必要量低減が見込まれた段階でアンサンブル予報を適用することとしてはどうか。

※ 同様の事象は他エリアでも発生する可能性はあるが、北陸エリアは比較的狭いため、予測における前線（および前線に伴う雲）
の位置ずれなどによるエリア全体の日射量・発電出力への影響が他エリアより大きくなりやすいと想定される。

[%]

アンサンブル必要量
従来必要量

-1により算出



39追加調達量への共同調達、アンサンブル予報の適用について

◼ 次に、時間前市場（追加調達）における共同調達、アンサンブル予報の適用について検討する。

◼ 共同調達においては、各一般送配電事業者が連携をとりながら募集量を算定しており、現時点において一定程度
処理時間がかかっているところ、追加調達の判断タイミングである前日15時には、三次②余剰分の時間前市場への
売り入札（領域a）対応もあり、業務が輻輳すると考えられることから、人間系で対応する予定の導入当初において
追加調達における共同調達の導入は困難と考えられる。

◼ また、アンサンブル予報を適用する場合にも、追加調達を実施する前日15時の信頼度を気象会社から新たに受領
する必要があり、適用には一定の期間を要する。

◼ 以上より、追加調達においては、まずもって共同調達、アンサンブル予報ともに導入せず、運用後の状況を踏まえて
追加調達への共同調達およびアンサンブル予報について継続検討することとしてはどうか。

出所）第41回需給調整市場検討小委員会（2023年8月17日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_41_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_41_haifu.html
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41追加調達判断基準の閾値について（１／２）

◼ 第42回本小委員会において、三次②追加調達の判断として、前日の再エネ予測値から追加調達実施時の再エネ
予測値がどの程度下振れしているかを判断基準とする考え方を示した。具体的には、過去の「X時（前日15時）
予測値／前日予測値」の分布（以下、比率）のうち、再エネ予測値が下振れした中で下位16%となった場合に
追加調達することを提案した。

◼ 他方、第42回本小委員会では、「比率でなく下振れの絶対値（以下、絶対値）で判断することも検討すべき」との
ご意見も頂いており、今回、追加調達判断閾値における「比率」と「絶対値」について比較検討を行った。

◼ 効率的な調達では、全体の中で調整力が不足すると考えられる16%の断面を追加調達することを前提としており、
閾値に「比率」を用いる場合は、出力帯によらず、再エネ予測誤差の下振れ率の大きい16%場合に追加調達により
調整力確保を行うこととなる。

◼ 他方、閾値に「絶対値」を用いる場合は、調整力の絶対量が不足する断面の上位16%について追加調達を実施
することとなり、追加調達の実施は高出力帯に偏ることが想定されるが、安定供給上のリスクが高い断面で追加調達
により調整力確保を行うこととなる。

◼ 両者を比較すると、安定供給上の観点から追加調達閾値としては「絶対値」を採用することとしてはどうか。

追加調達
閾値の基準

メリット デメリット

比率
一定の割合で再エネ予測下振れした場合に、出力帯に
よらず追加調達を実施することができる

再エネ予測値の下振れ量がわずかな場合でも追加調達
を実施することになる

絶対値
調整力の絶対量が大きく不足する場合、言い換えると、
安定供給上のリスクが大きい断面について追加調達を
実施することができる

追加調達の実施が再エネ出力量の多い時間帯に偏って
しまう（全出力帯の3σ相当値を必要量として調達して
きた、これまでの整理とのつながりが薄くなる）



42

閾値計算 追加調達要否

比率
前日15時予測値/前日予測値
＝75%

要

絶対値
前日予測値ー前日15時予測値
=5MW

否

（参考） 追加調達判断閾値の「比率」と「絶対値」の比較イメージ

◼ 「比率」と「絶対値」の比較を行うため、「比率」の閾値を【前日15時予測値/前日予測値=75%】と、「絶対値」の
閾値を【前日予測値ー前日15時予測値=40MW】と仮定して、両者の比較を行った。

◼ 「比率」では低出力の場合であっても追加調達を実施し、「絶対値」では高出力の場合に追加調達頻度が高くなる。

前日時点

発電予測値
[MW]

【予測下振れイメージ（高出力帯）】

前日15時時点

200

160

閾値計算 追加調達要否

比率
前日15時予測値/前日予測値
＝80%

否

絶対値
前日予測値ー前日15時予測値
=40MW

要

前日時点

発電予測値
[MW]

【予測下振れイメージ（低出力帯）】

前日15時時点

20
15



43（参考） 追加調達の判断閾値の考え方について

出所）第4２回需給調整市場検討小委員会（2023年9月27日）資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html


44追加調達判断基準の閾値について（２／２）

◼ 「絶対値」を閾値とする場合、各エリアにおける「前日予測値ー前日15時予測値」分布のうち、再エネ予測が下振れ
した量の中で上位16%を閾値とすることが考えられる。（①）

◼ 一方で、再エネ設備量は変動（増加）するものであることから、「絶対値」（MW）の閾値も変動（増加）し得る
ため、各エリアの「絶対値」（MW）を各エリア設備量で除した値（%）として、変動（増加）影響を回避すること
が望ましいと考えられる。（②）

◼ 上記を踏まえ、追加調達判断基準の閾値としては、各エリアの再エネ設備量比（②）である「2.5%～5.9%」を
閾値としてはどうか。（再エネ予測量が、各エリア再エネ設備量の2.5％～5.9%（エリア毎の閾値）以上、下振れ
した際に追加調達するという意味）

◼ また、効率的な調達の導入後については、実績について都度確認し、仮に問題が生じた場合には速やかに閾値の
見直しを行うこととしたい。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

①再エネ予測値
下振れ量【MW】

66 550 718 437 47 232 186 105 447 

②再エネ設備量比 2.5% 5.9% 4.2% 4.3% 3.5% 3.5% 2.9% 3.4% 3.8%

●使用データ
母集団は2022年度の再エネ予測値のうち、 3～6B

●データ粒度およびデータ対象期間等
・データ粒度：30分単位
・データ対象期間：2022年4月～2022年3月
・対象時間帯： 3～6B(6:00~18:00)



45（参考） 週間商品の追加調達の判断閾値

出所）第40回需給調整市場検討小委員会（2023年6月29日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_40_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_40_haifu.html


46（参考） 週間商品の追加調達の判断基準の考え方

出所）第40回需給調整市場検討小委員会（2023年6月29日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_40_haifu.html

◼ 週間商品の追加調達の判断基準の考え方は、インバランス率をもとに、不足インバランス側の下位16%である広域
予備率12%を基準とした。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_40_haifu.html
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◼ また、第42回本小委員会において、追加調達判断基準（閾値）の妥当性確認として、追加調達がされなかった
断面における不足量が最大となる断面において、三次②事後検証と同様に、不足量および実需給の運用状況を
確認することで、追加調達未実施時の安定供給上の影響を確認する方法を示した。

◼ 「追加調達の実施・判断タイミング」「追加調達判断の閾値」の整理を踏まえ、実績をもとに妥当性確認を実施した。

閾値の妥当性確認（１／２）

出所）第42回需給調整市場検討小委員会（2023年9月27日）資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html


48閾値の妥当性確認（２／２）

◼ 2022年度実績データをもとに当該断面※の運用状況を確認したところ、電源Ⅰ・電源Ⅱ余力および広域需給調整
（他エリアの調整力余力）によって対応できていたことから、安定供給上の問題はなかったと考えられる。

◼ なお、2024年度以降は電源Ⅰ・電源Ⅱはなくなるものの、不足断面では余力活用契約によって調整力の不足分を
補う運用となること、ならびに現在から2024年にかけて電源構成が大幅に変わることは考えにくいことから、まずもって
2024年度以降も三次②不足による安定供給上の問題は小さいと考えられるのではないか。

実需給での予備力は8,130MWであったため、
１σ相当値530MW(▲1,590MW)の
調達となっても問題は生じない

【東京エリアにおける三次②不足量が最大の断面（4/17 13:00）の需給状況】

※ 追加調達閾値は全エリアで「再エネ設備量比の3.8%（平均値）」として試算していることに留意が必要。



49（参考） 各エリアにおける三次②募集量の不足が最大となる断面（１／２）

北海道（8/10 11:00）

東北（3/25 11:00）

中部（4/1 8:30）

北陸（5/9 12:30）

※2022/4/1～8/11の間、三次②誤算定により募集量が過少となっていた。
(本来の3σ相当の必要量は107MW)

実需給での予備力は460MWであったため、
１σ相当値83MW※の調達となっても問題は生じない

実需給での予備力は1,530MWであったため、
１σ相当値63MW (▲346MW)の調達となっても
問題は生じない

実需給での予備力は3,344MWであったため、
１σ相当値949MW(▲176MW)の調達となっても
問題は生じない

※

実需給での予備力は490MWであったため、
１σ相当値62MW (▲2MW)の調達となっても
問題は生じない



50（参考） 各エリアにおける三次②募集量の不足が最大となる断面（２／２）

関西（2/16 11:30）

中国（10/10 11:30）

四国（10/10 11:30）

九州（9/5 13:00 ）

実需給での予備力は946MWであったため、
１σ相当値209MW (▲365MW)の調達となっても
問題は生じない

実需給での予備力は778MWであったため、
１σ相当値700MW(▲192MW)の調達となっても
問題は生じない

実需給での予備力は1,312MWであったため、
１σ相当値215MW(▲165)MWの調達となっても
問題は生じない

実需給での予備力は1,056MWであったため、
１σ相当値299MW(▲12)MWの調達となっても
問題は生じない



51（参考） 週間商品の追加調達の判断基準の妥当性

出所）第40回需給調整市場検討小委員会（2023年6月29日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_40_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_40_haifu.html
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効率的な調達における低減効果について

◼ これまで整理した「前日市場での必要量」「追加調達量」「追加調達判断基準」に基づき、2022年度実績データを
もとに効率的な調達の導入有無による必要量の比較を行った。

◼ 試算の結果、効率的な調達を実施することで全エリア合計34％程度の調達量低減※が期待できることが示された。

[億ΔkW･h]

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 全国計

実施前（3σ相当値） 4.8 48.2 52.6 35.4 3.1 32.5 20.3 17.1 44.1 258

実施後

1σ相当値 2.6 28.1 29.2 16.9 1.7 16.3 13.4 10.2 19.9 138.3

追加調達
(見込) 0.4 5.6 9.9 5.3 0.5 2.4 1.9 1 5.3 32.3

低減率 38% 30% 26% 37% 29％ 42% 25% 35％ 43% 34%

【エリア毎の年間調達量（試算）】

※ 2022年度データをもとにした試算値であるが、「前日ΔkW調達時の共同調達」「追加調達の各種
条件（3～6B限定、平日対応限定、系統余剰時除外）」が反映されていない点に留意が必要。
また、追加調達閾値は全エリアで「再エネ設備量比の3.8%（平均値）」として試算している。

単位:億ΔkW･h



54（参考） 週間商品の効率的な調達における低減効果

出所）第40回需給調整市場検討小委員会（2023年6月29日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_40_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_40_haifu.html


55（参考） 時間前市場からの三次②追加調達可否検討（１／２）

◼ 第40回本小委員会（2023年6月29日）において、前日断面での三次②調達量を1σ相当値とすると、その後の
不足時に追加調達を行う場合には、時間前市場から調達することとなるため、時間前市場からの追加調達が可能
かの分析を行った。

◼ 本分析では、追加調達量を仮に、3σ相当値（「前日予測値-実績値」の3σ相当値-「GC予測値-実績値」の3σ
相当値）と1σ相当値（1σ相当値＝「前日予測値-実績値」の1σ相当値-「GC予測値-実績値」の1σ相当値）
の差分の全国合計とした上で分析していたが、第42回本小委員会にて、追加調達算定式の検討を行い、【前日
15時時点の必要量 ＋ 予測値の下振れ量 － 前日調達量】としたことから、必要量算定式を変更の上で、再度
試算を行った。

◼ 具体的には、時間前市場の売り注文量と約定量の実績値、ならびに三次②の効率的な調達における追加調達量
（以下算定式※）を比較し、追加調達分確保が可能と見込まれるか確認した。

◼ データ粒度およびデータ対象期間等は以下のとおり。

✓ データ粒度 ：30分コマ単位

✓ データ対象期間：2022年9月1日～2023年3月31日

✓ 対象コマ数 ：8,736コマ

✓ 追加調達量 ：前日15時時点の必要量 ＋ 予測値の下振れ量 － 前日調達量

＝（「前日15時予測値-実績値」の3σ相当値 - 「GC予測値-実績値」の1σ相当値）

+ （前日予測値 –前日15時予測値）

－ （「前日予測値-実績値」の1σ相当値 - 「GC予測値-実績値」の1σ相当値）

※各エリアの必要量を合算し、共同調達による低減効果については対象外とした。
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（参考） 時間前市場からの三次②追加調達可否検討（２／２）

◼ 三次②追加調達量※1と、時間前市場における「売り注文量」および「売り注文量と約定実績量の差分」を比較した
結果は下図のとおりとなった。

◼ 2022年度下期において、時間前市場での追加調達分が確保できないコマは、それぞれ7%程度であり、本施策に
よって時間前市場での供出量が増加する可能性や、未達時に余力活用へ移行することも踏まえると、安定供給上
問題ないといえるか。

◼ 一方で、時間前市場は、予備率や入札金額による供出量の変動や同一リソースによる売り注文の複数計上※2も
生じるため、実績データだけを元に一概に論じることができない点には留意が必要となる。

※1 算定式および特異値補正の影響により、3σ相当値-1σ相当値<0となるコマについては、追加調達量を0として計上
※2 売り注文量の最大量が全国最大需要電力の2倍近いため、同一リソースによる複数計上の可能性が高い

三次②追加調達量と売り注文量の比較
縦軸：売り注文量-三次②追加調達量[MW]

追加調達量＞売り注文量となるコマ＝525コマ(6.0%)
不足最大量＝7,868MW

三次②追加調達量と売り注文量・約定実績量の比較
縦軸：(売り注文量-約定実績量)-三次②追加調達量[MW]

追加調達量＞(売り注文量-約定実績量)となるコマ＝625コマ(7.2%)
不足最大量＝8,807MW

[%] [%]
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項目 本小委員会を含めた整理(実務的・技術的な論点)

追加調達の
判断・実施タイミング

・時間前市場への供出（領域a）を考慮し、追加調達判断は前日15時とする
・追加調達が必要と判断した日については時間前市場での買い入札のみを行うこととし、追加調達
が不要と判断できる日においては売り入札（領域a）を実施する

・追加調達の対象は平日対応可能な日の3～6Bとし、前日17時頃に入札、前日19時頃に一斉
に札下げをする

・系統余剰時（市場価格0.01円/kWh）においては、前日15時の下振れを実質的に0と見做し、
追加調達を行わないこととする

必要量

前日市場での
必要量

・調達量算定においては共同調達を考慮し、アンサンブル予報については信頼度Aの日はAテーブル、
Bの日は従来（A+B）テーブルを用いる

追加調達量
・前日15時時点の再エネ予測値を加味して、
【前日15時時点の必要量 ＋ 予測値の下振れ量 － 前日調達量】とする

・調達量算定においては共同調達およびアンサンブル予報は適用しないこととする

追加調達判断基準（閾値）

・「前日予測値-前日15時予測値」の分布のうち、再エネ予測値が下振れした中で上位16%となる
場合に追加調達を実施する（再エネ予測量が、各エリア再エネ設備量の2.5％～5.9%（エリア
毎の閾値）以上、下振れした場合を追加調達閾値とする）

・効率的な調達の導入後、実績について都度確認し、仮に問題が生じた場合には速やかに閾値の
見直しを行うこととする

◼ 今回、三次②の効率的な調達における追加調達に関する検討事項について、以下のとおり整理を行い、必要量や
追加調達の実施方法など実務的・技術的な論点については概ね方向性が定まった。

◼ また、残る検討項目（買い入札時の価格規律や追加調達費用をどのように扱うか）について、国とも連携した上で、
検討を進めているところ。

◼ 上記事項を踏まえ、三次②の効率的な調達に関する方針や実現時期については、別途お示しすることとしたい。
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◼ 今回、三次調整力②の効率的な調達について、以下の項目の整理を行った。

＜追加調達の判断・実施タイミング＞

✓前日15時に追加調達判断をして、前日17時頃に札入れし、前日19時頃に一斉に札下げをする（追加調達
の対象は平日対応可能な日の3～6Bとする）

✓追加調達が必要と判断した日については時間前市場での買い入札のみを行うこととし、追加調達が不要と判断
できる日においては売り入札（領域a）を実施する

✓系統余剰時（市場価格0.01円/kWh）においては、前日15時の下振れを実質的に0と見做し、追加調達を
行わないこととする

＜必要量＞

✓前日市場での調達量算定において、共同調達を考慮し、アンサンブル予報については信頼度Aの日はAテーブル、
Bの日は従来（A+B）テーブルを用いる

✓追加調達量算定においては、共同調達およびアンサンブル予報は適用しないこととする

＜追加調達判断基準（閾値）＞

✓「前日予測値-前日15時予測値」の分布のうち、再エネ予測値（絶対値）が下振れした中で上位16%となる
場合に追加調達を実施する（再エネ予測量が、各エリア再エネ設備量の2.5％～5.9%（エリア毎の閾値）
以上、下振れした場合を追加調達閾値とする）

✓効率的な調達の導入後、実績について都度確認し、仮に問題が生じた場合には速やかに閾値の見直しを行う

◼ 三次②の効率的な調達における実務的・技術的な論点について方向性の整理を行った。引き続き、買い入札時の
価格規律や追加調達費用の扱いについては、国と連携のうえ検討を進めることとし、方針や実現時期については、
別途お示しすることとしたい。


